
Ⅰ 労働基準法について

２ 賃金とは（第1１条）

（１）賃金とは、名称の如何を問わず、労働の対償として使用者が労働者に支払うすべての
ものをいいます。

（２）就業規則などであらかじめ支給条件が明確に定められている賞与や退職金なども賃金

に含まれます。

労働者性の判断を補強する要素 事業者性の有無 専属性の程度

労働者性の
判断基準

労務提供の形態が
指揮監督下の労働
であること

報酬が労務の対償
として支払われて
いること

仕事の依頼、業務従事の指示等に対し諾否の
自由があるかどうか

業務遂行上の指揮監督の有無

報酬の性格が、使用者の指揮監督の下に一定
時間労務を提供していることへの対価と判断
されるかどうか

≪ １．総 則 ≫

（１）労働基準法は、事業の種類を問わず、基本的にはすべての事業に適用されます。
ただし、労働基準法の一部の条文に業種で適用が異なるものや、適用除外などの
規定が定められています。

（２）事業とは、業として継続的に行われているものをいい、業として継続的に行われ
ていれば、営利を目的としない社会事業団体、宗教団体等も事業に当たります。
なお、同居の親族のみを使用する事業には、労働基準法は適用されません。

（３）労働基準法の適用単位は、工場、支店等、場所的観念等で区分される事業単位と
なります。

（４）労働基準法が適用される労働者とは、
①職業の種類を問わず、
②事業または事務所に使用され、
③賃金を支払われる者

をいいます。

１ 事業と労働者の定義について（第９条）

委託・請負契約であっても、上記の様な実態から労働者と判断されれば、労働基準法の適用を受け
ることになります。

注
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(例１) 賃金締切日：毎月２０日 平均賃金算定事由発生日：６月１０日

５月分(4/21～5/20)賃金：基本給20万円、通勤手当1万円
４月分(3/21～4/20)賃金：基本給20万円、通勤手当1万円、残業手当2万円
３月分(2/21～3/20)賃金：基本給20万円、通勤手当1万円、残業手当1万円

の場合は次のとおりです。

平均賃金＝(21万円＋23万円＋22万円)÷(30日＋31日＋28日)≒7,415円73銭

(例２) 賃金締切日：毎月２５日(日給８千円、通勤手当１日４００円)
平均賃金算定事由発生日：２月５日

1月分(12/26～1/25労働日数15日) 賃金：基本給12万円、通勤手当6千円
12月分(11/26～12/25労働日数5日) 賃金：基本給 4万円、通勤手当2千円
11月分(10/26～11/25労働日数15日)賃金：基本給12万円、通勤手当6千円

の場合は次のとおりです。

①原則による計算
(12万6千円＋4万2千円＋12万6千円)÷(31日＋30日＋31日)≒3,195円65銭
②最低保障による計算
(12万6千円＋4万2千円＋12万6千円)÷(15日＋5日＋15日)×0.6＝5,040円

①と②を比較すると②の方が高いので、この場合の平均賃金は5,040円になります。

②最低保障
賃金の一部又は全部が日給制、時間給制又は出来高給制の場合は、平均賃金を算定す
べき事由の発生した日の前日から遡る３か月間に、その労働者に対し支払われた当該
賃金の総額を、その期間の労働日数で除した金額の６０％が最低保障となります。

※平均賃金の原則により計算した金額を最低保障が上回る場合は、最低保障金額が平
均賃金となります。

③端数処理
一日分の平均賃金の算定で、銭位未満の端数が生じたときは、銭位未満の端数を切
り捨てます。

（２）平均賃金を使用する主なケース
①解雇予告手当 (労働基準法第20条)
やむをえず労働者を解雇しようとする場合は、少なくとも30日以上前に予告するか、
30日分以上の平均賃金(解雇予告手当)を支払わなければなりません。

②休業手当 (労働基準法第26条)
使用者の都合により労働者を休業させた場合には、休業させた所定労働日について、
平均賃金の60%以上の賃金(休業手当)を支払わなければなりません。

３ 平均賃金について（第1２条）

（１）平均賃金の算定方法
①原 則
■平均賃金とは、これを算定すべき事由の発生した日の前日から遡る３か月間に、
その労働者に対して支払われた賃金の総額を、その期間の総日数で除した金額を
いいます。※事由の発生した日は含まれないと解されています。

■賃金締切日がある場合は、その起算日は直前の賃金締切日です。

2



≪ ２．労働契約と解雇・退職 ≫

４ 労働基準法違反の契約について（第13条）

労働基準法に定める基準に満たない労働条件は無効であり、無効となった部分は、労働基

準法に定める基準が適用されます。

③年次有給休暇取得時の賃金 労働基準法第39条
年次有給休暇取得中の賃金については、就業規則その他に定めるものの規定に基づ
き、平均賃金又は所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支払わなけ
ればなりません。

④災害補償
休業補償労働基準法第76条、障害補償同法第77条、遺族補償同法第79条、葬
祭料同法第80条、打切補償同法第81条及び分割補償同法第82条を算定する場
合に使われます。

⑤減給の制裁 労働基準法第91条
就業規則で、労働者に対して減給の制裁を定める場合においては、その減給は、一
回の額が平均賃金の一日分の半額を超えてはなりません。

（３）起算日について
平均賃金を算定すべき事由の発生した日、すなわち平均賃金の起算日となる日は次の
とおりです。
①解雇予告手当 労働者に解雇の通告をした日
②休業手当 その休業日（休業が二日以上の期間にわたる場合は、その最初の日）
③年次有給休暇の賃金 その年次有給休暇を労働者が取得した日
④災害補償 死傷の原因たる事故発生の日又は診断によって疾病の発生が確定した日
⑤減給の制裁 制裁の意思表示が相手方に到達した日

５ 労働契約期間について（第14条）

労働契約の期間は、期間の定めのないものを除き、一定の事業の完了に必要な期間を定め
るもののほかは、3年（特定の業務に就く者を雇入れる場合や、満60歳以上の者を雇入
れる場合には5年）を超えてはなりません。

（例） 「時間外労働に対する割増賃金は支払わない」と契約しても無効になります。

「時間外労働に対して法定の割増賃金を支払う」との契約になります。
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